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事 業 概 要

地域・家庭福祉課

事 業 名 内 容

地域生活定着支援事業 １ 事業目的

犯罪や非行をした高齢又は障害を有する者等の円滑な社会

１,４０３千円 復帰を支えるため、これまで支援対象としてきた刑務所等の

矯正施設退所者等に加え、被疑者・被告人等を福祉サービス

○国 １,４０３ 等につなげるための支援を行う。

２ 実施主体 県

３ 事業内容

（１）支援内容

福祉サービス等の利用調整や釈放後の継続的な援助

（２）支援対象者

高齢又は障害を有する被疑者・被告人等のうち、釈放後

に福祉サービスの利用とそのための支援を要すると保護観

察所等が認めた者

（３）実施体制

矯正施設退所者等を支援している「秋田県地域生活定着

支援センター」に、被疑者・被告人等支援業務担当者を新

たに１名配置し、合計６名体制で支援を実施する。

・委 託 先 社会福祉法人 晃和会

・委 託 費 １，４０３千円（人件費、需用費、使用料等）

【参考】

○矯正施設

刑務所、少年刑務所、拘置所又は少年院

○被疑者

警察や検察（以下「捜査機関」という。）から犯罪の疑いをかけられ

捜査の対象となっている者で、検察官による起訴がまだされていない者

○被告人

捜査機関によって犯罪の疑いをかけられ、検察官から起訴された者
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事 業 概 要

長 寿 社 会 課

事 業 名 内 容

新型コロナウイルス感 １ 事業目的

染症に係る介護サービ 介護施設・事業所等が、感染予防対策を講じながら必要な

ス継続支援事業 介護サービスを継続して提供できるよう支援する。

１１４,６６６千円 ２ 実施主体 県、事業者

○入 ３８,１９７ ３ 事業内容

○一 ７６,４６９ （１）介護サービス事業所等感染症対策支援事業

３８,１９７千円

[地域医療介護総合確 新型コロナウイルス感染症に対応するための介護報酬の

保基金] 上乗せ措置が令和３年９月末で終了したことから、１０月

から１２月における、介護施設・事業所が感染症対策を行

うために必要なかかり増し経費に対して助成する。

・補 助 対 象 介護施設・事業所

・補 助 率 １０／１０

・補 助 上 限 施設・事業所の種別（規模別）に設定

（例）通所介護 １０千円

平均規模の特養等 ６０千円 等

・対象事業所数 約２,３００施設・事業所

【補助対象経費】

・衛生用品（マスク、手袋、消毒液等）

・パーテーション、パルスオキシメーター

（２）高齢者施設における新型コロナウイルス感染症抗原検査事業

７６,４６９千円

高齢者施設のうち希望する施設に対し、新型コロナウイ

ルス感染症の抗原検査キット等を配布し、施設において早

期に感染を探知できる体制を整備する。

・配布対象 高齢者施設（８４５施設）

・配布内容 抗原検査キット

個人防護具(医療用ガウン、フェイスシールド等)

・配 布 数 ６４,６００テスト分
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

障害者県地域生活支援 １ 事業目的

事業 障害福祉サービス事業所等において、ロボット技術の活用

により、新型コロナウイルス感染症の拡大防止や職員の業務

３，２８８千円 負担軽減を図る。

○国 ２，１９１ ２ 実施主体 事業者

○一 １，０９７

３ 事業内容

障害福祉サービス事業所等で移乗介護機器や見守りセンサ

ーなどの介護ロボットを導入する際の経費を補助する。

・補助対象 障害者支援施設、グループホーム ほか

・対象経費 移乗介護機器の導入経費

（１台当たり１０万円以上１００万円以下）

移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケ

ーション機器の導入経費

（１台当たり１０万円以上３０万円以下）

・補助上限 障害者支援施設：２１０万円／事業所

グループホーム：１５０万円／事業所

その他事業所：１２０万円／事業所

・補 助 率 １０／１０（国２／３、県１／３）
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事 業 概 要

障 害 福 祉 課

事 業 名 内 容

新型コロナウイルス感 １ 事業目的

染症に係る障害福祉サ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける中、障害者

ービス継続支援事業 が安心して障害福祉サービスの利用や社会参加ができるよ

う、障害福祉サービス事業所等及び社会参加支援施設の感染

２３,７０６千円 症対策を推進する。

○一 ２３,７０６ ２ 実施主体 県、事業者

３ 事業内容

（１）障害福祉サービス事業所等感染症対策支援事業

１０,８４４千円

コロナ禍において、必要な障害福祉サービスを継続して

提供できるよう、１０月から１２月まで、各障害福祉サー

ビス事業所等が感染防止対策を行うために必要なかかり増

し経費を助成する。

・補 助 対 象 障害福祉サービス事業所等

・補 助 率 県１０／１０

・補 助 上 限 事業所種別（規模別）に設定

（例）生活介護 １４千円

施設入所支援 ２０千円～４０千円

・対象事業所数 約１，３００施設・事業所

【補助対象経費】

・衛生用品（マスク、手袋、消毒液等）

・パーテーション、パルスオキシメーター
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（２）障害福祉施設における新型コロナウイルス感染症抗原検

査事業 １２，２０４千円

障害者福祉施設のうち希望する施設等に対し、新型コロ

ナウイルス感染症の抗原検査キット等を配布し、施設にお

いて早期に感染を探知できる体制を整備する。

・配布対象 障害者支援施設、障害児入所施設、共同生

活援助事業所（１３６施設）

・配布内容 抗原検査キット

個人防護具(医療用ガウン、フェイスシールド等)

・配 布 数 １０，３００テスト分

（３）○新心身障害者総合福祉センターにおける通信環境整備

事業 ６５８千円

コロナ禍により、対面形式での開催が難しい会議や研修

等について、障害者団体等がオンラインで実施できるよう

心身障害者総合福祉センター（秋田県社会福祉会館内）に

おける会議室等の通信環境を整備する。
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事 業 概 要

保健・疾病対策課

事 業 名 内 容

新興感染症対策事業 １ 事業目的

（新型コロナウイルス 新型コロナウイルス感染症の更なる感染拡大に備え、検査

感染症分） 体制の拡充、保健所体制の整備及び自宅療養に向けた体制の

整備を行う。

１１２，０７３千円

２ 実施主体 県、医療機関等

○一 １１２，０７３

３ 事業内容

（１）検査体制整備事業 ６５，０１０千円

①健康環境センター検査体制整備 ２，３５０千円

新型コロナウイルス感染症の検体を適切に管理するため、

健康環境センターに検体保管設備を整備する。

・設備 超低温フリーザー

②診療・検査医療機関体制整備協力金

６２，６６０千円

今後の感染拡大に備え、診療・検査医療機関の拡充を図

るため、新たに新型コロナウイルス検査を実施する医療機

関に対し、感染拡大防止等に要する経費を助成する。

・補助対象 診療・検査医療機関

（１５０医療機関を想定）

・補 助 額 新規指定医療機関 ５００千円

その他医療機関 ２５０千円

・補 助 率 県１０／１０

（２）新型コロナ保健所体制整備事業 １２，７６３千円

保健所が実施している新型コロナウイルス感染者等の移

送業務の外部委託及び移送車両のリースに要する経費。

・委 託 先 タクシー事業者
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（３）新型コロナウイルス感染症自宅療養者支援事業

３４，３００千円

①自宅療養者等支援事業 ８００千円

新型コロナウイルスに感染した無症状者又は軽症者が自

宅療養を行う場合に日用品の配送等を行う。

・委 託 先 民間企業

・対象経費 トイレットペーパー、生理用品、粉ミルク

等及び配送料（１００人分）

②新型コロナウイルス自宅療養診療体制等整備支援事業

３３，５００千円

自宅療養者を対象とした電話やオンライン診療のほか、

訪問看護及び薬剤交付を行うネットワーク体制を整備する

ため、関係団体に対し、準備に要する経費を助成する。

・補助対象

（一社）秋田県医師会、（一社）秋田県薬剤師会、

（公社）秋田県看護協会

・補 助 額 （１団体当たり）

１，０００千円 ＋（傘下協力会員数×１００千円）

※取りまとめをする幹事団体については５００千円を

上乗せして補助する。

・補 助 率 県１０／１０

・対象経費 各団体会員への協力要請及びネットワーク

体制整備に係る経費
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

医療提供体制整備費補 １ 事業目的

助事業 地域医療提供体制の充実・強化を図るため、医療機関の施

設・設備整備に対して助成する。

７８，６５５千円

２ 事業内容（国からの内示に伴う補正）

○国 ３９，９５３ （１）救命救急センター設備整備事業 ３１，７９８千円

○入 １０，８００ ・補助率 ２／３（国１／３、県１／３）

○一 ２７，９０２ （単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

［地域医療介護総合確 秋田赤十字病院 30,584 256,300 16,310 ・超音波診断装置

保基金］ ・デフィブリレータ

他

秋田大学医学部 29,045 215,600 15,488 ・内視鏡システム

附属病院 ・急速輸液装置

他

（２）病院群輪番制病院及び共同利用型病院設備整備事業

２３，４６４千円

・補助率 ２／３（国１／３、県１／３）

（単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

平鹿総合病院 58,300 22,000 11,732 ・Ｘ線撮影装置

佐藤病院 23,320 22,000 11,732 ・昇降式X線テレビ

システム

・多項目自動血球計

数装置

（３）内視鏡訓練施設設備整備事業 ５４２千円

・補助率 １０／１０（国１／２、県１／２）

（単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

秋田赤十字病院 679 220,000 542 ・腹腔鏡トレーニン

グモデル
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（４）遠隔医療設備整備事業 １１，７３０千円

・補助率 国１／２

（単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

由利本荘医師会 25,927 16,390 8,195 ・医用画像・検査管

病院 理システムサーバ

医療法人正和会 7,070 44,565 3,535 ・医用画像管理シス

五十嵐記念病 テム

院､湖東快晴ク

リニック､小玉

医院

（５）医療施設非常用通信設備整備事業 １８９千円

・補助率 国１／３

（単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

秋田赤十字病院 568 741 189 ・衛星携帯電話

（６）がん診療施設設備整備事業(地域医療介護総合確保基金)

１０，８００千円

・補助率 県１／３

（単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

秋田厚生医療 63,800 32,400 10,800 ・Ｘ線撮影装置

センター

（７）医療施設浸水対策事業 １３２千円

・補助率 国１／３

（単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

大曲厚生医療 2,420 400 132 ・止水板設備一式

センター
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

周産期医療体制整備事 １ 事業目的

業 県民が等しく周産期医療の提供を受けられ、安心して出産

できる環境を整備するため、総合周産期母子医療センターの

２９，８０６千円 設備整備に対して助成する。

○国 １４，９０３ ２ 事業内容（国からの内示に伴う補正)

○一 １４，９０３ 総合周産期母子医療センター設備整備事業

２９，８０６千円

・補助率 ２／３（国１／３、県１／３）

（単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

秋田赤十字病院

①小児 40,866 42,900 21,792 ・生体情報監視装置

設備整備 ・人工呼吸器

②周産期 12,740 31,975 8,014 ・ＬＤＲベッド

設備整備 ・分娩監視装置 他

53,606 － 29,806
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

医療保健福祉計画推進 １ 事業目的

事業 将来にわたって県民に効率的かつ質の高い医療を提供でき

る体制を確保するため、地域の医療需要を見据えた医療機能

５４，３２９千円 の分化・連携や病床機能適正化の取組を支援する。

○入 ５４，３２９ ２ 実施主体 県

［地域医療介護総合確 ３ 事業内容

保基金] （１）不整脈治療体制整備事業 １２，８３３千円

県内の不整脈治療（※１）の充実を図るため、地域医療

構想調整会議（※２）での議論を踏まえ、市立秋田総合病

院が当該治療を行うために必要な医療機器の整備に対し助

成する。

・補助率 県２／３

（単位：千円）

対象施設 事業費 基準額 補助額 購入予定機器

市立秋田 27,500 19,250 12,833 ・冷凍（クライオ）アブ

総合病院 レーション装置等

※１ 不整脈治療（冷凍アブレーション治療）とは

・バルーン形状のカテーテルを肺静脈入口部に当てて亜酸化

窒素ガスで組織を冷凍し、発作性心房細動を起こす原因と

なる不要な電気回路を遮断する治療法。

※２ 地域医療構想調整会議での議論の状況

・地域医療構想を進める上で、秋田周辺地域における一番の

課題は、主要病院間の役割分担・機能分化であることが共

通認識となっている。

・令和２年７月に開催した秋田周辺地域医療構想調整会議専

門部会にて、今後の循環器医療体制を協議した結果、市立

秋田総合病院においてアブレーション治療を集中的に取り

組んでいくことが了承された。
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（２）病床機能再編支援事業 ４１，４９６千円

地域医療構想調整会議及び県医療審議会で合意を得た、

令和３年度中に病床数の適正化（※３）を図る２つの医療

機関に対し、給付金（※４）を支給する。

・対象施設：医療法人圭尚会 金病院（にかほ市）

能代循環器・呼吸器内科（能代市）

○各医療機関における単独支援給付金 （単位：千円）

削減病床
対象医療機関 支給額

（急性期）

医療法人圭尚会 金病院 18 34,656

能代循環器・呼吸器内科 6 6,840

合 計 24 41,496

※３ 高度急性期、急性期、慢性期の３区分の病床を１０％以上

削減。

※４ 病床数の減少を伴う病床機能再編に関する計画を作成した

医療機関（統合により廃止する場合も含む）に対し、減少

する病床１床当たり、病床稼働率に応じた額を支給。

今年度から地域医療介護総合確保事業として実施。

（基金積立 国１０／１０）
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事 業 概 要

医 務 薬 事 課

事 業 名 内 容

救急医療対策事業 １ 事業目的

（ドクターヘリ運航事 地域の救急医療体制を強化し、搬送時間の短縮と救命率の

業） 向上を図るため、ドクターヘリの運航に係る経費に対し助成

する。

１３，３４３千円

２ 事業内容（国からの内示に伴う補正)

○国 ３，６５０ （１）ドクターヘリ導入促進事業（運航費用）

○入 ４，０２９ ７，２９９千円

○一 ５，６６４ ・補 助 先 秋田赤十字病院

・基 準 額 ２６０，０４０千円（基準額の改正）

［地域医療介護総合確 ・対象経費 ドクターヘリの運航費用

保基金] ・補 助 率 １０／１０（国１／２、県１／２）

（２）ドクターヘリ設備整備事業 ６，０４４千円

・補 助 先 秋田赤十字病院

・購入予定機器 超音波診断装置及び携帯用電動吸引器

・補 助 率 県１０／１０
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事 業 概 要

医療人材対策室

事 業 名 内 容

地域医療従事医師確保 １ 事業目的

対策事業 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、医療機関におい

て、病院見学や実習等の対面による採用活動に影響が生じて

１，９８８千円 いることから、不足が懸念される医療人材を確保するため、

県の医療情報ウェブサイト「みてたんせ」を活用した求人情

○一 １，９８８ 報等の情報発信を強化することにより、県内就業の促進を図る。

２ 実施主体 県

３ 事業内容

県内就業希望者等に向けた病院説明会やセミナーの開催情

報のほか、看護師、薬剤師、臨床検査技師、臨床工学技士等

の求人情報を新たに掲載するとともに、利用者の利便性の向

上を図るため、県のウェブサイトのシステム改修を実施する。

（１）改修内容

①医師以外の医療人材の求人情報データベースの構築

②ＳＮＳ等による情報発信機能の追加

③スマートフォンの表示対応デザインの変更

（２）委託期間 令和４年１月から３月

（３）委 託 費 １，９８８千円

【県の医療情報ウェブサイト】
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